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報告内容

1.第5次エネルギー基本計画の概要・要点
2.第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
3.第5次計画による九州地域への影響
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１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（１）エネルギー基本計画とは
エネルギー基本計画とは「エネルギー政策基本法」（2002年成立、自民党議員立

法）により「エネルギーの需給に関する施策の長期的、総合的かつ計画的な推進を図
るため、エネルギーの需給に関する基本的な計画」を定めるものである。策定された
エネルギー基本計画は閣議決定の対象となる。

エネルギー基本計画は少なくとも3年毎に検討を加え、必要と認められる時にこれを
変更するとしている（変える必要が無ければ変更なしとして良い）。

※2001年から電気事業で小売部分自由化が開始されたことを受け、市場原理の追求だ
けでなく、安定供給や環境保全との両立を図るようエネルギー政策を策定することが
求められたもの。

※2010年に策定の第3次エネルギー基本計画から中長期の温暖化対策との関連が強くな
り、第3次エネルギー基本計画では2030年に原子力発電と再生可能エネルギー発電の
割合を約70%と設定された（2020年には約50%以上）。

※2013年に策定された第4次エネルギー基本計画（2014年4月閣議決定）では原子力発
電政策の見直しを受け、主として電源構成のあり方を巡って議論が行われ、2015年
長期エネルギー需給見通しが策定されて数値目標が定まった。

※2017年9月からエネルギー情勢懇談会で2050年に向けた検討を実施し、総合資源エ
ネルギー調査会基本政策分科会で第5次エネルギー基本計画の取りまとめを行った。
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１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（２）第5次エネルギー基本計画の概要

2030年に向けた対応 2050年に向けた対応

 温室効果ガス26%削減目標
 エネルギーミックスの確実な実現

 温室効果ガス80%削減目標
 エネルギー転換・脱炭素化への挑戦

再生可能エネル
ギー

• 主力電源化への布石
• 低コスト化、系統制約の克服、

火力調整力の確保

再生可能エネ
ルギー

• 経済的に自立し脱炭素化した主力電源化を目
指す

• 水素/蓄電/デジタル技術開発に着手
原子力 • 依存度を可能な限り低減

• 不断の安全性向上と再稼動
原子力 • 脱炭素化の選択肢

• 安全炉追求/バックエンド技術開発に着手
化石燃料 • 化石燃料等の自主開発の促進

• 高効率な火力発電の有効活用
• 災害リスク等への対応強化

化石燃料 • 過渡期は主力、資源外交を強化
• ガス利用へのシフト、非効率石炭フェードアウト
• 脱炭素化に向けて水素開発に着手

省エネ • 徹底的な省エネの継続
• 省エネ法と支援策の一体実施

熱・輸送、分
散型エネル
ギー

• 水素・蓄電等による脱炭素化への挑戦
• 分散型エネルギーシステムと地域開発（次世

代再エネ・蓄電、EV、マイクログリッド等の組合
わせ）水素/蓄電/分散型エネルギーの推進

3

 2030年に向けた取り組みだけでなく、2050年に向けた対応について方向性を明示化。次回のエ
ネルギー基本計画で2050年に向けた具体策を提示する方向で今後検討を進めることに。

※ 2009年G8ラクイラ・サミット（麻生政権）で先進国全体で2050年までに温室効果ガスを80％
削減するという野心的な目標に合意し、2015年パリ合意を受けて2016年8月に2050年80%削減
を閣議決定。
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１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（３）主要各国の長期戦略

米国 カナダ 英国 フランス ドイツ 日本

コンセプト 削減目標に向けた野心的
ビジョン（足下での政策立
案を意図するものではな
い）

議論のための情報提供（政
策の青写真ではない）

経路検討による今後数
年の打ち手の参考（長
期予測は困難）

目標達成に向けたあり得
る経路（行動計画では
ない）

排出削減に向けた方向
性を提示(マスタープラン
を模索するものではな
い)

エネルギー転換へのイニ
シアティブ
(野心的複線シナリオ)

目
標
・
政
策
方
向
性

削減目標 ▲80%以上
（2005年比）

▲80%
（2005年比）

▲80%以上
（1990年比）

▲75%
（1990年比）

▲80~95%
（1990年比）

▲80%

ゼ
ロ
エ
ミ

変動再
エネ

 インフラ・規制両面で支
援必要

(再エネ全体で55～65%)

 風力・太陽光、水力も更
に拡大

(再エネ全体で50~80%等)

 洋上風力など新規市
場参入を支援

 再エネ統合のために更
なる柔軟性が必要

 変動再エネをセクター
カップリングで最適化

(再エネ全体で80%)

 超高効率再エネの開
発、蓄電・水素蓄電
の開発

安定再
エネ・原
子力

 運転延長＆次世代原
子力投資が必要

（17~26%）

 今後15年で原子力に
250億ドル投資予定

（5~50%）

 次世代原子力の開発
等に向けたイノベーショ
ンを支援

 原子力比率50%へ
（エネルギー転換法）

 （2022年原子力発
電全廃目標）

 安定再エネ開発
 安全炉・バックエンド

技術開発
火力
（CCS・
水素）

 幅を持った想定
（CCS：0~25%）

 CCS付を含めて想定
（CCS：0~10%）

 2025年までにCCSが
無い石炭火力廃止

 極端なゼロエミ化シナリ
オではCCSが不可欠

 石炭火力新設を支
援しない

 資源国でCCS、水
素・合成ガス輸入

 水素発電開発
熱・輸送の電
化・水素化、
CCUS活用

 電化が進展
（45~65%）
 水素は電化困難な分野

で重要な役割を担う可
能性

 各分野での電化は排出削
減に不可欠

（40~72%）
 多排出産業CCS余地
 重工業・船舶で水素活用

の可能性あり

 ヒートポンプ・EVの普及
推進

 CCUS技術を先導
 水素はFCV,産業と民

生の熱供給に利用

 省エネ促進に向けて電
化が重要

 多排出産業でCCS活
用

 自動車・民生熱利用
の電化(30%程度)

 水素・CCUSは重工
業分野での脱炭素
化に貢献

 高性能HPの開発・
EV/PHVの開発

 水素還元システムの
開発・FCV開発等

省エネ  エネルギーシステム全体で
効率向上必要

(▲24~30%2005年比)

 エネルギーシステム全体で
効率向上必要

（▲5~35%2014年比）

 全ての家庭の省エネ性
能を一定水準まで引き
上げ必要

 各分野における大幅な
省エネ必要

(▲50%1990年比）

 経済成長とエネ消費
の強いデカップリングが
必要

(▲50%2008年比)

 分散型エネルギーシ
ステム開発を主導

(小型脱炭素化発電、車の蓄
電利用、AI・IoT利用、自動
走行開発、需要制御等）

海外貢献  米国製品の市場拡大を
通じた貢献

 国際貢献を視野
(0~15%)

 環境投資で世界を先
導

 仏企業の国際開発支
援を通じて貢献

 途上国投資機運の
維持・強化

 低炭素化投資＋脱
炭素化開発

実行のメカニズム 定期的レビュー 定期的レビュー カーボンバジェット カーボンバジェット 科学的な検証・公表との
対話

脱炭素化システムコスト・
リスク評価＋科学的レ
ビュー

4（出所）基本政策分科会27回「第5次エネルギー基本計画（案）の構成等」
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１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（４）野心的シナリオの具体化に向けて
費用の評価基準：各種技術の単体での費用ではなく「システム費用」で評価
従来は原子力発電、石炭火力発電、LNG火力、陸上風力発電、太陽光発電と電源種

別のkWhあたり発電コストの評価を実施してきた。
しかし需給バランスの維持などエネルギーシステムとして考えかた場合の評価を行

う必要という視点へ。
将来目標設定：技術革新の不確実性を考慮して「複線シナリオ」設定へ
 国内再エネ発電＋蓄電池、国内再エネ発電＋水素、国内再エネ発電＋火力、海外再

エネ発電＋水素、海外化石CCS＋水素、次世代原子力発電と多様な選択肢があり、
科学的レビューを実施しつつ重点領域を決定。

5

 一方で再生可能エネルギー発電導入拡
大と電気事業の高度化（スマート化）の
検討は進めていく方針。

 電気事業以外での低炭素化に関する議
論は遅れ気味。
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１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（５）部門別CO2排出量

6

2%

4%

8%

35%

13%

18%

5%

16%
1%

8%

35%

18%

18%

16%

4%

2%

10%

1%

13%

11%

合計
12億600万t

部門別部門別

工業プロセス
・その他 廃棄物

エネルギー転換

産業

業務
その他

家庭

うち
電力由来

うち
電力由来

うち
電力由来

うち
電力由来

運輸

家庭
（家庭での冷暖房・給
湯，家電の使用等）

運輸
（家庭の自家用車）

産業
（製造業，建設業，鉱
業，農林水産業での

エネルギー消費）

運輸
（貨物車，企業の自
家用車，船舶等）

業務その他
（商業・サービス・

事業所等）

家計関連
21%

企業・公共部門関連
79%

エネルギー転換
（発電所，ガス工場，
製油所等での自家

消費分）

工業プロセス・その他
（セメント製造時のCO2排出量等）

産業廃棄物等一般廃棄物

主体別

家計関連と企業・公共部門関連に分けたもの
（出所）環境省「2016年度（平成28年度）温室効果ガス

排出量（確報値）について」

電気事業のCO2削減対策が注目され
がちだが、各部門での低炭素化も重要
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１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（６）デジタル化に伴う新しいサービス・商品

0

100

200

300

400

500

2015 2016 2017 2018 2019 2020

新しいサービス・商品の市場規模

ウェアラブル端末1 ウェアラブル端末2
サービスロボット ドローン
AIスピーカ VRサービス

億ドル
デジタル化技術の革新により、新しい商

品・サービスの市場が拡大している。
企業と個人の関係が変化し、双方向化（消

費者も供給側に）
AI・IoTの活用で新しいサービスの提供：

機械学習、画像認識、音声認識、自然言語
処理を通じた新しいサービス提供
シェアリングエコノミーの可能性：駐車場

シェアリング、ライドシェア、民泊サービ
ス、家事・労働等
グローバル需要の取り込み：ビジットジャ

パン（日本観光の魅力発信）、IcTを活用し
たインフラ輸出

※エネルギー分野ではこれまでエネルギー供
給企業が専ら供給の担い手であったが、ど
ういった変化が生じるのだろうか？

（注）ウェアラブル端末1:情報・映像、ウェアラブル端
末2:スポーツ・フィットネス

（出所）総務省「平成30年版情報通信白書」
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１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（７）次世代ネットワークの形成
資源エネルギー庁では次世代NW研究会で電気事業のデジタル化を見据えた次世代型

ネットワークのあり方について検討中

8
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１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（８）今後の高度化の方向性

インフラ産業であるが故の高度化
 高速道路や鉄道、橋等、国内のインフラ設備は高度経済成長の時代に建設されたものが多く、経年

劣化により修繕や建て替えが必要になって来ている。そうした必ず必要な設備の高経年化への対応
にもAIなどIoTが活躍していくと考えられる。
【必ず進める必要のある高度化】

 また少子高齢化と熟練技術者の高齢化により、AIやIoTを活用してそうした技術者の診断能力を計
測の頻度・多点化によるシステム化を通じて代替していくことが考えられる。（例：火力発電所の
故障リスク診断）
【必ず進める必要のある高度化】

 ガソリンスタンド等、点でサービスの提供をしている場合、既存のインフラ設備の減少はサービス
の劣化に繋がる。どこまでどういうインフラを維持するかは十分議論されていないものも多い。
【進めるべきか決まっていない高度化】

分散型技術を活用した高度化
 太陽光発電や蓄電池といった分散型供給力の価格下落により、既存エネルギー設備に対して競争力

を持った場合、新しいビジネスモデルの構築や既存の設備に代替するシステムの移行は生じるの
か？
【どう進んで行くのか予見できていない高度化】

 Utility 3.0への移行
 エネルギーの販売からサービスの販売への転換。
【どう進んで行くのか予見できていない高度化】
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１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（９）設備の高経年化への対応

 送配電設備は高度経済成長期に建設されたものが多いが、低成長化に伴い年々の工事は減少して
いる（＝従事する作業者が減っている）。このため出来るだけ安全な範囲で長期利用を促進しつ
つ、円滑な工事の実施を行う必要がある。

 新技術の活用例：作業員が鉄塔に登って劣化の確認をするのではなく、ドローンの映像を通じた
監視への切り替えを行う。

流通設備の経年物量分布の例：鉄塔基数（500kV～66kV）： 約248,000基

（出所）電力広域的運営推進機関第4回評議員会資料（2016年12月13日）
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１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（10）社会構造とエネルギー産業のスマート化
電気事業の場合、送配電設備を介したネットワーク産業であるため、いずれかの面での

物理的繋がりがシステム構築には重要である。どこまでの物理的範囲で高度化を進める
かにより、スマートコミュニティーの姿は異なると考えられる。

電気事業：全国が送電線で繋がっている。
都市ガス事業：都市部を中心に配給網が形成され、地域間の連携は限定的。
 LPG：自由競争で各社が独自に配給ルートを構築。
ガソリンスタンド：自由競争で各社が独自に配給ルートを構築。
◀ エネルギー産業におけるスマート化は電気事業が中心で考えられる傾向。電力の市場を

通じて新しい技術がどのように利益を得るかがポイントと考えられている。

社会構造 スマート化のレベル システム構築の方向性
中央集権的構造が維持される
社会

広域的課題・地域的課題を相
互作用で解決するスマート化

全国システムと地域システム
が連系する高度化

地域格差が拡大するも地方分
権で地域が主導できる社会

地域コミュニティーを機軸と
したスマート化

地域全体で制御可能なシステ
ムを構築する高度化

中央集権が機能せず、コミュ
ニティーの意思決定も難しい
社会

地域の持てる者を機軸とした
スマート化

自営線で設備間を連系してシ
ステム構築する高度化
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１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（11）電気事業におけるスマート化のメニュー

内容 出来る事
スマートメータ 情報を双方向でやり取りする計量

メータ
遠隔検針、遠隔での料金メニュー変更、遠隔で
の契約者変更、スマートメータを介在したサー
ビス提供

デマンドレスポンス 能動的な電力消費量の変更 主に電力消費量削減を通じて発電出力増と同じ
サービスを提供

蓄電池 電気の貯蔵・売電 電力消費の時間帯シフト
電気自動車 蓄電池を通じた電気の貯蔵・売電 電力消費の時間帯シフト
燃料電池 水素を用いた発電 水の電気分解を通じて水素製造を行うことで、

エネルギー貯蔵化
HEMS・BEMS 住宅・建物のエネルギーマネージメ

ントシステム（発電含む）
住宅・建物のエネルギー消費を一括管理・制御
を通じて最適化を図るシステム

 従来はどういう「物」を導入するかという観点で検討が行われていた。特に火力発電の
代替として、デマンドレスポンスや蓄電池等の推進に重点が置かれていた。

最近はデジタル技術を活用してどういう仕組みで高度化を進めて、日本企業
の国際競争力を高めるのかという観点へ移行（単なる物の製造だけでは国際
競争の上で厳しくなってきたという側面も。
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13

１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（12）VPPへの取り組み

小規
模再
エネ

小規
模再
エネ

FIT後の市場原理
活用・経済的出
力制御

蓄電
池

蓄電
池

需要
家設
備

需要
家設
備

需要家活動・行
動計測と需要予
測、需要家設備
利用の高度化

kWh取引・⊿kW
取引最適化ロ
ジック構築

VPPオペレーター

送電系統運用者

 原状では需要家設備の操作性は低
く、蓄電池も高価であるためVPP
から得られる利益は少ない。

 需要家に対しては価格競争からエ
ネルギーサービス化で需要の弾力
化が可能な設備営業との組み合わ
せが必要。

 再エネはFIT後のアグリゲーショ
ン機能と経済的出力制御の管理業
務が必要になる可能性が高い。

 個々の設備で計測して価値化を目
指す場合には計量器の設置費用が
課題になるが、応答性能により対
価を分けるのであれば実際の計測
は不可欠。当面は規模の大きな設
備から取り組み、計量器の認証方
法の見直しを段階的に進めること
で小規模設備への実装を行うべき
ではないか。

※ 当面は英米で進んだ需給調整市場
への参加に取り組み、次のステッ
プを検討

連携体制の検討

将来的にはEV
との連携が重要
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14

１．第5次エネルギー基本計画の概要・要点
（13）家庭にもプロシューマーとして期待が
将来的な姿としては、IT家電、蓄電池、

分散型発電、電気自動車等、様々な組み合
わせが考えられる。

スマートメータ
IT家電

蓄電池

電気自動車

電力会社系統指令所

分散型発電

緊急時指令

取引市場

電力取引

ヒートポンプ

購入電力量・逆

潮流電力量を制

御？

何を最適化するのか？
設置者のインセンティブは？
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２．第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
（１）FIT制度を通じた再生可能エネルギー発電導入量
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新規容量

万kW

15

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

20
12

/7
/1

20
12

/1
2/

1

20
13

/5
/1

20
13

/1
0/

1

20
14

/3
/1

20
14

/8
/1

20
15

/1
/1

20
15

/6
/1

20
15

/1
1/

1

20
16

/4
/1

20
16

/9
/1

20
17

/2
/1

20
17

/7
/1

20
17

/1
2/

1

認定済みFIT設備容量

太陽光（10kW未満） 太陽光（10kW以上）
風力 水力
地熱 バイオマス
新規容量

万kW

（出所）資源エネルギー庁「情報公表用ウェブサイト」より作成

年度単位で買取価格
を変更するため年度末
に駆け込み申請発生

未稼働案件
再審査で認
定容量減少
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２．第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
（２）FIT買取量・買取額
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総電気代比

億円

（出所）資源エネルギー庁「情報公表用ウェブサイト」より作成

電力消費量に対して
FIT電気の買取量が

10%程度を占める月も

FIT電気の買取額は電
気事業全体の電気代の
1割を超え、2割近くに
→電力会社の発電事
業の収入がその分減少
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２．第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
（３）地域別導入量
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地域別FIT認定容量

太陽光（10kW未満） 太陽光（10kW以上）
風力 水力
地熱 バイオマス
最低負荷

万kW

17
（注）最低負荷は2017年度における最低負荷
（出所）資源エネルギー庁「情報公表用ウェブサイト」より作成
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2,500

地域別FIT導入容量

太陽光（10kW未満） 太陽光（10kW以上）
風力 水力
地熱 バイオマス
最低負荷

万kW

地域の最低負荷を大
きく上回る認定となって
いる地域が複数発生

北海道、東北、北陸、中
国、四国、九州及び沖縄で
は需給バランス制約で導入

に制限が生じている



IE
EJ

 ©
 2

01
8

２．第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
（４）再エネ導入拡大に向けた課題と取り組み

日本の課題 中間整理

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

主
力
電
源
化

発
電
コ
ス
ト

• 欧州の2倍
• これまで国民負担2兆円/年で再エネ

比率+5%（10%→15%）
→今後+1兆円/年で+9%

（15%→24%が必要）

→ 国際水準を目指した
徹底的なコストダウン

入札制・中期目標による価格低減
ゲームチェンジャーとなりうる技術開発
自立化を促す支援制度の在り方検討

事
業
環
境

• 長期安定発電を支える環境が未成
熟

• 洋上風力等の立地制約 → 規制のリバランス
長期安定電源化

新たな再エネ活用モデル／再投資支援
適正な事業実施／地域との共生
洋上風力のための海域利用ルールの整備

再
エ
ネ
の
大
量
導
入
を
支
え
る

次
世
代
電
力
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

系
統
制
約

• 既存系統と再エネ立地ポテンシャルの
不一致

• 系統需要の構造的減少
↓

• 従来の系統運用の下で、増強に要す
る時間と費用が増大

• 次世代NW投資が滞るおそれ

→
「新・系統利用ルール」
の創設～ルールに基づ

く系統の開放へ～

既存系統の「すき間」の更なる活用（日本版コネ
クト＆マネージ）
再エネ大量導入時代におけるNWコスト改革
徹底した情報公開・開示
紛争処理システムの構築

調
整
力

• 変動再エネの導入拡大
↓

• 当面は火力で調整
• 将来は蓄電池の導入によりカーボン・

フリー化

→

広域的・柔軟な調整
発・送・小の役割分担

火力の柔軟性／再エネ自身の調整機能の活用
市場機能／連系線／新たな調整機能の活用

調整力のカーボン・フ
リー化

競争力のある蓄電池開発・水素の利用

18

（出所）再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会、資源エネルギー庁資料「再生可能エネルギーの主力電源
化に向けた今後の論点～第5次エネルギー基本計画の策定を受けて～」、2018年8月
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２．第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
（５）再生可能エネルギー発電系統連系の制約

19

① エリア全体の需給バランス制約：需給調整用に必要な火力発電等の下げ代不足によ
り、余剰電力の出力制御が必要になる場合

② 局所的な送電容量の不足による制約：連系する箇所で送電線ないし変電所の容量が
不足することで系統接続に制約が発生する場合

③ 変動面での系統制約：太陽光発電・風力発電の出力変動に追従するための調整力確
保に伴う制約【北海道エリア・沖縄エリア】

 電力需要の大幅な増加を見込めない中で、安易・都度対応で設備増強を進め
ると託送料金上昇に繋がる可能性。

 新たな仕組みを導入することで更なる再生可能エネルギー発電設備の導入拡
大を目指す。

1. 系統接続希望を募集して一括検討で費用負担を平準化（特定プロジェクトだ
けが負担することを回避）

2. コネクト＆マネージによる既存設備の有効活用
3. 料金面での電源立地の誘導
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２．第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
（６）需給バランス制約

優先給電ルールに基づき火力発電の最低出力運転と揚水発電・連系線の最大限の活用を通
じて再生可能エネルギー発電の出力制御を最低限に収めるという前提で、需給バランス上
で制約になる出力制御量を算定し、接続可能容量を算定。

これを上回る接続は出力制御の対象となる可能性が高いことを前提として、接続を認める。

20

風力発電

火力発電最低出力運転

原子力、地熱、水力等の非化石供給力

太陽光発電 火力負荷
追従運転

揚水発電

揚水動力

出力制御対象出力
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２．第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
（７）日本の送電系統

21（出所）電力広域的運営推進機関「電力需給及び電力系統に関する概況」2018年7月
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２．第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
（８）局所的な送電容量の不足による制約
急速に太陽光発電の導入が下位系統を中心に進展したため、多くの地域で接続に際して

容量制約が発生した。多くの地域では直接接続する変電所の容量制約に直面して接続す
るには、変電所の増強が必要になっている。

こうした系統制約は原因者負担が原則であるため、電源接続募集プロセスを通じて多く
の接続事業者で負担することで接続を可能にする取り組みを行っている。

22

電圧調整器の
容量不足

G

REL RE

77kV

154kV

変電所

G

154kV

275kV

変電所

変圧器の容量
不足

送電線の容量
不足

変圧器の容量
不足

再エネ
発電

需要

既設
発電所

い
ず
れ
も
容
量
制
約
と
呼
ん
で
い
る
。

再生可能エネルギー発
電の新規接続に対して
制約の無い地域が減少
したため、日本型コネ
クト＆マネージという
新しい取り組みを通じ
て、導入量の拡大を目
指すことに。
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２．第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
（９）コネクト＆マネージとは？
想定潮流の合理化：従来のように設備がフル稼働した前提で空き容量を算定するので

はなく、実際の利用に近い想定で空き容量を算定。（従来は計画通りに発電できる設
備が大半であったため、フル稼働で想定）【2018年4月より適用開始済み】

 N-1電制：緊急時用の容量を事故時に電源を瞬時に遮断する装置を使う等して平常時
に活用。設備によるが定格容量を超える運用も短時間であれば可能である点に着目し
た措置。【2018年上期末より適用開始予定】

ノンファーム型接続：系統の混雑時には制御することを前提とした新規の接続を可能
とする。【課題・方向性の検討中】

23

【N-1電制】
 従来は事故時でも安定供給できるように、

送電線2回線のうち1回線を空けて運用して
いたが、緊急時用に残していた1回線分も利
用可能とする。

 その代わり、緊急時に該当設備の出力を抑
制して、1回線で送電できる容量に制限す
る。緊急時には通行

から除外
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24

２．第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
（10）分散型供給力と地点性の反映方法

 市場原理に基づくインセンティブ：各地点で卸電力価格及び電圧価格の算定を行い、分散型電源の
立地及び稼動のインセンティブを提供する。A地点の卸価格は高く、B地点の卸価格は安価になる。

 設備形成の観点でのインセンティブ：変電所へ接続する際の増分費用を基に託送料金を決定し、イ
ンセンティブ提供する。A地点とB地点を比較すると、A地点への分散型電源の連系の方が託送料金
が安価に設定される。

L DG

DGDGL L

A地点 B地点

L

送配電設備の無駄な設備増強を回
避しつつ、小規模分散型供給力の
拡大を受け入れるのであれば、配電
系統で何らかのインセンティブを提供
する必要がある。
小規模分散型供給力の活用にあ
たっては「自動制御化」が重要。

EV充電所

小規模分散型供給力及びEV充電所連系箇所の誘導と
実際のEV充電の誘導をどのシグナルで行うべきか？

需要 分散型供給力
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２．第5次計画による再生可能エネルギーの役割・将来像
（11）太陽光・風力の調達コスト比較

わが国は他国に比べて再生可能エネルギー発電の調達費用が高く、かつ高コストの太陽光発
電の割合が高いため、高コスト構造を放置すると他国に比べて費用負担が高くなる可能性
大。

それぞれ費用削減目標を設定して、買取費用の抑制に取り組む方針。

25
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３．第5次計画による九州地域への影響
（１）九州電力管内FIT設備容量（運転中）
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（出所）資源エネルギー庁「情報公表用ウェブサイト」より作成

九州地域で新規に導
入された再生可能エネ
ルギー発電の84%が
事業用太陽光発電

再エネ関連
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３．第5次計画による九州地域への影響
（２）九州における導入制約
送電線及び変電所の容量不足に伴う容量制約は九州ではほぼ全土に達している。電圧

変動による制約も鹿児島等で発生している。電圧対策には高額の電圧調整器の設置が
必要となることも。

27（出所）九州電力「九州電力管内における発電機連系制約マップ」

容量不足地域 要電圧対策地域

再エネ関連
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３．第5次計画による九州地域への影響
（３）九州電力管内の運用状況

九州電力管内では太陽光発電の導入が進展したことで、負荷追従の対象となる純負荷（需
要－再エネ）がダックカーブ化し、需給運用が難しくなっている。

特に春と秋の低負荷期には太陽光発電の高出力と低需要が重なることで出力制御も生じる
ようになっている。

28（出所）九州電力「系統情報の公開」より作成
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３．第5次計画による九州地域への影響
（４）出力制御実績
 2018年10月中旬の土曜日・日曜日に出力制御を実施。連系線と揚水発電・蓄電池を

最大活用するも余剰を回避できずに出力制御に至った。今後、接続容量の増加に伴い
出力制御の頻度も増加すると考えられる。

29（出所）九州電力「『再生可能エネルギーの固定価格買取制度』に基づく再エネ出力制御指示に関する報告」
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３．第5次計画による九州地域への影響
（５）国土形成計画：地方の創生
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 知恵を絞って地域の将来像を構造的に考えることが重要
 地域消費型産業の生産性向上
 地域資源を活かした産業の強化、海外展開
 「地域発イノベーション」の創出、「起業増加町」の醸成
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●補助率：１/２
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（NPO法人等）

2017年度立地適正化計画を作成済み170市町村
→2020年度300市町村

居住誘導区域

 居住誘導で空いた土地に再生可能エ
ネルギー発電設置も可能

 計画策定で地域新電力化が検討され
やすい

居住誘導区域

スマート化



IE
EJ

 ©
 2

01
8

３．第5次計画による九州地域への影響
（６）立地適正化計画の検討状況
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（注）都市機能・居住：都市機能誘導区域及び居住誘導区域を指定している自治体、都市機能：都市機能誘導区域
を指定している自治体

（出所）国土交通省「立地適正化計画の作成状況」（2018年3月）より作成

全体で407都市が立地適正化計画を検討し、161都市で
計画を作成・公表

スマート化
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３．第5次計画による九州地域への影響
（７）立地適正化計画の例

32

嬉野市立地適正化計画基本構想

（出所）嬉野市立地適正化計画（2018年3月）

 立地適正計画と、電気、ガスや水道
といった公共インフラの形成の効率
化や電気自動車充電所の誘導と連動
させていくことで、効率的な社会作
りに反映させることが可能に。

 各種遠隔検針情報を基に自治体が空
き家状況の把握、宅配便の効率化と
新しいサービスの実現を可能にす
る。

 配電系統の形成と再生可能エネル
ギー発電立地の同時最適化が可能に
なる。

スマート化



IE
EJ

 ©
 2

01
8

最後に

第5次エネルギー基本計画は2030年までの取り組みを示すと共に2050年に向けた今
後の検討の考え方を示したもの。再生可能エネルギー発電の導入拡大に伴い課題が顕
在化しており、同分野の取り組みが加速している。

再生可能エネルギー発電は国際的に見て高コストであると共に急速な普及拡大で接続
可能な容量も減少している。規模の大きい太陽光発電は入札制へ移行すると共にコス
ト目標を設定してコストダウンを迫られるように。

接続可能な容量拡大のために各種取り組みが始まっている。日本型コネクト＆マネー
ジと呼ばれる考え方で順次取り組みを進めていく予定。今後は送配電系統の高度化を
進めていく方針。

送配電系統の高度化にあたっては、人口減少化・デジタル化の進展に合わせて、地域
社会のあり方と連携することが重要。単に「持てる者」が得をするのではなく、地域
全体にメリットのある地域社会作りとしてどういった方向を目指すのかが問われるよ
うになる。
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